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修 学 資 金 貸 与 の 概 要 

 
 県内における看護職員の充実を図るため、看護師等学校養成所に在学（就業義務を課
す他の貸付金等を受けている方または受けようとする方を除く）し、卒業後に県内で、
下記の一覧の１～８の施設において、看護職員の業務に従事しようとする方に対して修
学資金が貸与されます。 
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（１）県内の下記の一覧に記載されている施設（返還免除対象施設）へ

の就業であることが必要です。 

（２）一覧に記載されていない施設への就業の場合、県内就業でも返還

免除の対象となりません。 

（３）卒業後１年以内に免許を取得しなかった（卒業年に実施される試

験に合格しなかった）場合なども、返還免除の対象となりません。 

（４）返還免除の対象外となった時点で、修学資金の返還が必要となり

ます。 

（５）その他詳細については、次ページ以降をご確認ください。 
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返 還 免 除 対 象 施 設 一 覧 

１ 医療法（昭和２３年法律第２０５号）に基づく許可病床数が２００床未満の病院 
２ 医療法第７条の規定に基づき許可を受けた病床数のうち精神病床数が８０％以上を
占める病院（上記１に該当するものを除く。） 
３ 医療法第１条の５第２項に規定する診療所 
４ 児童福祉法（昭和２２年法律第１６４号）第４２条第２号に規定する医療型障害児
入所施設（同法第7条第2項に規定する重症心身障害児に対し治療を行う施設に限る。） 
５ 児童福祉法第 6条の 2の 2第 3項に規定する指定発達支援医療機関（上記４に該当
するものを除く。） 
６ 介護保険法（平成９年法律第１２３号）第８条第２８項に規定する介護老人保健施
設（※介護老人福祉施設は対象外。） 
７ 介護保険法第４１条第１項本文の指定に係る同法第８条第１項に規定する居宅サー
ビス事業（同条第４項に規定する訪問看護に限る。）を行う事業所（上記１から６まで
の施設において３年以上の実務経験を有すること。その実務経験は、貸与期間＋１年
間の看護職員の業務に含めて算定して差し支えない。） 
８ 介護保険法第８条第２９項に規定する介護医療院 
◎ 県内の１～８に該当する施設を「指定機関等」といいます。 


